
 

■申込・参加要領  ： 当会ホームページからお申込みください。ＦＡＸ、または下記担当者宛 E-mail からもお申込み頂けます。 
後日（開催日１週間～１０日前までに）受講票・請求書をお送り致します。 

※よくあるご質問（ＦＡＱ）は当会 HP にてご確認いただけます。（[TOP]→[公開セミナー]→[よくあるご質問]） 
※お申し込み後のキャンセルはお受け致しかねますので、ご都合が悪くなった場合、代理出席をお願いします。 
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191614-0202  『新収益認識基準』の J-SOX への影響と対応 

樋口公認会計士事務所 公認会計士  樋口洋介 氏 
 
 

ご参加いただきたい方 

99 年横浜国立大学経営学部卒業、13 年ビジネス・ブレークスルー大学大学院経営学研究科修了（MBA）。

00 年に監査法人トーマツへ入所し、上場企業の財務諸表監査やリスクマネジメント業務に従事。06 年より現

職。「組織の機能不全の防止・発見・是正」を事業ドメインとして、上場企業を中心に、内部統制の整備・運用

支援、内部監査の整備・運用支援、不正調査業務を提供している。日本公認会計士協会ＩＴ委員会情報セキ

ュリティ対応専門委員。 

 

 

『新収益認識基準』の J-SOX への影響と対応 
 
～ J-SOX 対応部門の観点から、収益認識基準適用に際して、 

どのような準備・対応が必要なのかについて解説します ～ 

 

監査部門、経理部門など関連部門のご担当者 
１．収益認識基準の概要 

（１）収益認識基準とは 

（２）収益認識基準の基本的な考え方 

（３）収益認識基準の影響度調査 

（４）内部統制報告制度への影響度調査 

２．評価範囲の検討 

（１）影響度調査を踏まえた、評価範囲の再検討 

（２）全社的な内部統制の評価範囲への影響 

（３）重要な事業拠点の選定への影響 

（４）この機会をとらえた簡素化・最適化への取り組み 

３．文書化への影響 

（１）業務手順や業務システムへの影響 

（２）販売プロセス RCM への影響①（リスクは変わるのか？） 

（３）販売プロセス RCM への影響②（コントロールへの影響） 

（４）販売プロセス RCM の再文書化に向けた取り組み 

（５）IT 業務処理統制・IT 全般統制への影響 

（６）この機会をとらえた簡素化・最適化への取り組み 

４．収益認識基準に関連する J-SOX のプロジェクトマネジメント 

５．まとめと質疑応答 

※最新情報・動向を織り込むため、上記の内容を一部変更させていただく場合があります。 

※最少催行人数に満たない場合、開催中止となる場合がございます。 

 

 
収益認識基準は 2021 年 4 月 1 日以後開始する連結会計年度及び事業年度の期首から原則適用とな

ります。収益認識基準の適用により、内部統制報告制度（J-SOX）へも少なからず影響があると考えられ

ます。そこで、J-SOX 対応部門の観点から、収益認識基準適用に際して、どのような準備・対応が必要な

のかについて解説します。 

 


